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第第１１００章章  
  

ブブララジジルル  
  
  

 
 
ブブララジジルルのの自自動動車車等等にに対対すするる内内外外差差別別的的なな税税制制恩恩典典措措置置11  
 
＜＜措措置置のの概概要要＞＞  
ブラジル政府は、自動車、情報通信その他の分野において、基礎製造工程（ PPB ）と呼ばれる生産工程

（一定の部品の製造及び最終製品の組立て）を国内で実施することなどを要件として、産品にかかる間接

税を大幅に減免する措置を導入しており、輸入品と国産品の間に実効税率の相違が生じていた。 
2011 年 9 月、国産自動車及び輸入車に対して、工業製品税（ IPI ）を現在の税率に加えて 30 ％  追加す

ることを発表（同年 12 月から有効）したが、ブラジル、メルコスール又はメキシコ産の一定の要件を充た

す自動車は、追加の工業製品税が免除された。2012 年 10 月に発表された新たな自動車政策（イノヴァー

ル・アウトプログラム）は、2013 年より 2017 年までの 5 年間、自動車に対する IPI の 30 ％ 引上げを継

続するとともに、自動車メーカーに対し、一定の条件の下で IPI を最大 30 ％ 減税可能とするものであっ

た。 
我が国は、 2014 年 12 月に EU が先行してパネル設置要請していた DS ケースに第三国参加する2ととも

に、 2015 年 7 月、自らもブラジルに対して WTO 協議要請を行い3、同年 9 月、パネル設置を要請、同月、

パネルが設置された( EU のパネル審理手続と統合。)。パネル報告書発出とそれに対する上訴を経て、2018 
年 12 月に公表された上級委員会報告書は、自動車及び情報通信分野への優遇税制措置について、 GATT 3 
条（内国民待遇義務）、補助金協定 3 条 1 項( b )・ 3 条 2 項（国産品優先補助金の禁止）に整合しないと

し、それぞれ是正及び遅滞なく廃止することを勧告した。他方、情報通信分野の税制恩典措置の一部、自

動車政策における国内製造工程要件について国産品優先補助金に該当するとのパネル判断、また、輸出企

業に対する税制恩典措置が補助金に該当するとのパネル判断を覆した。 
 

＜＜国国際際ルルーールル上上のの問問題題点点＞＞  
上記のような税制恩典措置は、ブラジル及び一部の国の産品のみに間接税の大幅減免を認めるものであ

り、また、ブラジルにおける自動車等の生産において、税の免除という利益を受けるために輸入部品より

も国産部品を優先的に使用するインセンティブを創り出し、輸入部品を不利に扱っている。更に、イノヴ

ァール・アウトプログラムの下ではメルコスール及びメキシコ産の自動車のみに自動減税が認められるこ

とから、メルコスール又はメキシコ産以外の輸入自動車を、国産車との関係のみならずメルコスール又は

メキシコ産の輸入自動車との関係で不利に扱っている。 

 
1 本件パネル・上級委判断については、第 II 部第 1 章 2 ( 6 ) （授権条項に関する論点）、及び、第 II 部 4 章 2 ( 14 )（GATT 20 条の

正当化事由に関する論点）においても記載している。 
2 EU が申立国となった事案については、2019 年版 134 頁参照 
3 協議要請前の二国間、多国間での協議の経緯については 2017 年版 172 頁参照。 
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特許になった医薬品関連発明が、インドでは「既知の物質の新規な形態の単なる発見であって、当該物質

の既知の効能の増大にならないもの」等を「発明でないもの」として特許の対象から除外する特許法 3  条
（ ｄ ）に基づき拒絶される事例が見られる。実際、2013 年 4 月には、外国医薬品メーカーの抗がん剤に

関する特許出願について、特許法 3  条（ d ） に基づき特許すべきでないとの最高裁判断が下されている。 
また、医薬品関連発明に対して強制実施権を発動する動きが見られる。2012 年 3 月、インド特許意匠商

標総局は、国内の後発医薬品メーカーの申請に基づき、「外国医薬品メーカーが適切な薬価設定を行わず、

インド国内で適正な価格で十分な量の薬を供給しなかった」と認定し、強制実施権の発動条件の 1 つ、

「特許発明が適正に手ごろな価格で公衆に利用可能でないこと」（特許法 84 条 1 項（ b ）） に基づき、

当該外国医薬品メーカーが所有する医薬品関連特許に強制実施権を設定した。 
本強制実施権の設定に関しては、2012 年 5 月、当該外国医薬品メーカーがインド特許意匠商標総局の決

定を不服として、インド知的財産控訴委員会に審判の請求を行っていたが、2013 年 3 月に棄却された。同

年 5 月当該外国医薬品メーカーはムンバイ高裁に提訴したが、2014 年  7 月に請求が棄却された。それに対

し、最高裁に特別許可申請がなされたが、2014 年 12 月に却下されている。なお、そのほかに行われた強

制実施権の設定の申請に関しては、インド特許意匠商標総局によって却下されている。 
その他の過去の経緯については、2017 年版不公正貿易報告書 170 頁参照。 
 

＜＜国国際際ルルーールル上上のの問問題題点点＞＞  
物質特許制度を導入し、TRIPS 協定上の義務が履行されたことは評価できる。一方で、特許法 3 条（ d ）

について、当条項は「既知の物質の新規な形態の単なる発見であって、当該物質の既知の効能の増大にな

らないもの」が、特許を受けることができないとしている。したがって、化学物質や医薬品の技術分野に

対してより厳しい特許性の判断基準を設けるものであるとして、技術分野による差別を禁じる TRIPS 協定 
27 条 1 項に整合していない可能性がある。 

 
＜＜最最近近のの動動きき＞＞  

2018 年 3 月、60 の保健団体がモディ首相へ書簡を提出し、多耐性結核治療薬 2 種について、中央政府

の告示による強制実施権（特許法 92 条）の設定を求めたが、実際の発動には至っていない。また、2022 
年 6 月には、ケララ州高等裁判所が、インド商工省及び製薬局に対して、乳がん治療薬の強制実施許権設

定に関する意見書の提出を命令している。 
加えて、新型コロナウイルス感染症に関し、2020 年 10 月、インド及び南アフリカは、コロナ対策関連

の医療品（治療薬、ワクチン、診断キット、マスク、人工呼吸器等）へのタイムリーなアクセスを可能と

することを目的として、TRIPS 理事会に対し、新型コロナウイルス感染症の予防、封じ込め及び治療のた

めに TRIPS 協定上の一部の義務（著作権、意匠、特許、非開示情報の保護と、それらの権利行使に関する

義務）について当面免除することを一般理事会において決定すべき旨を提案した（ TRIPS ウェイバー提案、

詳細は第Ⅱ部第 13 章 １．（ ４ ）⑨を参照）。 
TRIPS ウェイバー提案に伴うインド国内の議論に関しては、インド国会商務委員会が、2021 年 7 月に、

新型コロナウイルス感染症の治療のための医薬品及びワクチンの生産について、特許権を一時的に放棄し、

特許に関する強制実施権を設定することを勧告し、2022 年 4 月には、新型コロナウイルス感染症が生命に

深刻な脅威を与える場合、強制実施権の設定の可能性について検討するよう勧告したが、現在に至るまで

強制実施権は設定されていない。 
強制実施権の制度・運用について我が国産業界から透明性の向上等の要望があるところ、今後も、パリ

条約や TRIPS 協定等の国際ルールとの整合性の観点も含めて、引き続き注視していく必要がある。 
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第第１１１１章章  

ロロシシアア  
 

  
  
関関税税構構造造  

 
＊本件は、WTO 協定をはじめとする国際ルール整合性の観点からは明確に問題があると言えない貿易・投

資関連政策・措置であるが、以下の懸念点に鑑み、掲載することとした。関税、関税率、譲許率、譲許

税率の定義は、第Ⅱ部第 5 章 1 を参照。 
 

＜＜措措置置のの概概要要＞＞  
ユーラシア経済連合関税基本法及び関連法規において、関税制度、輸入関税、輸出関税、季節関税、特

殊関税（アンチ・ダンピング関税、相殺関税、特別セーフガード関税）及び統一の関税手続などが規定さ

れている。輸入関税については、ユーラシア経済同盟加盟国には原則として統一された税率、開発途上国

を原産国とする製品には MFN  税率の 75 ％、後発開発途上国は免税が適用される。対日輸入適用税率に

は、 MFN 税率が適用される。 
ロシアの 2023 年時点の非農産品の単純平均譲許税率は 7.0 ％ であるが、漁業製品（最高 93 ％ ）、嗜好

品（アルコール・タバコ等）（最高 207 ％ ）の他、乗用車（最高 15 ％ ）、衣料品（最高 19 ％ ）、電気

機器（最高 15 ％ ）等の高い譲許税率が存在する。なお、非農産品の譲許率は 100 ％ であり、 2023 年時

点の非農産品の単純平均実行関税率は  6.1 ％ であった。 
 

＜＜懸懸念念点点＞＞  
高関税そのものは譲許税率を超えない限り WTO  協定上問題はないが、自由貿易を促進し、経済厚生を 
高めるという WTO 協定の精神に照らし、関税はできるだけ引き下げることが望ましい。 
 

＜＜最最近近のの動動きき＞＞  
2014 年  5 月、ロシア、ベラルーシ、カザフスタンの  3 カ国はユーラシア経済共同体宣言（the 

Declaration of the Eurasian Economic Integration ） に合意し、ユーラシア経済同盟協定（ Treaty of the 
Eurasian Economic Union ）を締結した。その後、同年 12 月にはアルメニアが、2015 年 5 月にはキルギ

スがそれぞれ加盟し、5 カ国の加盟となっている。ユーラシア経済同盟（ EAEU ； Eurasian Economic 
Union ）の対外共通関税はロシアの譲許税率を基準としている。 2018 年 1 月、統一の通関手続き等を定め

たユーラシア経済同盟関税基本法が発効した。 
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したがって、 GATT 1 条（最恵国待遇義務）、 3 条（内国民待遇義務）及び TRIMs 2 条、補助金協定 3 
条 1 項（ b ）に抵触する。 

 
＜＜最最近近のの動動きき＞＞  

2019 年 1 月、ブラジルは DSB 勧告の履行の意思を表明し、日本との間で、違反措置について 2019 年 
12 月 31 日まで（禁止補助金と認定された一部の措置については同年 6 月 21 日まで）に是正することで合

意した。 
2020 年 1 月の DSB 会合において、ブラジルは、上級委員会報告書の採択時に、自動車分野及び情報通

信分野への優遇税制措置の一部は既に失効しており、残存するのは情報通信機器及び半導体に対する税制

恩典措置（それぞれ Informatics プログラム、及び PADIS と呼ばれる。） のみであったとしたうえで、 
2019 年 12  月に上記 2 プログラムの改正法（法 13,969 ）が制定され履行期限内に履行を完了したことを

宣言した。また、禁止補助金についても、協定不整合とされたものについては、すべて撤廃又は代替措置

の導入を実施した旨宣言した。 
しかし、履行のための改正法により導入されたブラジルの情報通信機器、及び半導体に対する新たな税

制にも、対象製品について一定の条件のもと間接税を減免する恩典措置は依然存在し、中には、一部生産

工程の国内実施を前提とするように見えるものもある。我が国は引き続きブラジルの関連税制について、

情報収集等を行っていく。 
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